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鳥取県教育委員会事務局組織規程の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第２号

鳥取県教育委員会事務局組織規程の一部を改正する規則

鳥取県教育委員会事務局組織規程 (昭和39年鳥取県教育委員会規則第５号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中条､ 項及び号の表示に下線が引かれた条､ 項及び号 (以下本則において ｢移動条項等｣

という｡) に対応する同表の改正後の欄中条､ 項及び号の表示に下線が引かれた条､ 項及び号 (以下本則におい

て ｢移動後条項等｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動条項等を当該移動後条項等とし､ 移動条項等に対
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応する移動後条項等が存在しない場合には､ 当該移動条項等 (以下本則において ｢削除条項等｣ という｡) を削

り､ 移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には､ 当該移動後条項等 (以下本則において ｢追加条

項等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (項及び号の表示並びに削除条項等を除く｡ 以下本則において ｢改

正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (項及び号の表示並びに追加条項等を除

く｡ 以下本則において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が

存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える｡
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改 正 後 改 正 前

目次

第１章 総則 (第１条・第１条の２)

第２章 略

第３章 地方機関の組織 (第11条―第15条)

第４章 及び第５章略

附則

(目的)

第１条 略

(組織の区分)

第１条の２ 事務局の組織は､ 本庁及び地方機関とす

る｡

２ 本庁とは､ 次条の表の左欄に掲げる課及び室 (以

下 ｢課等｣ という｡) をいう｡

３ 地方機関とは､ 教育事務所及び妻木晩田遺跡現地

事務所をいう｡

第２章 本庁組織

(課等及びその内部組織の設置)

第２条 次の表の左欄に掲げる課等に､ その事務を分

掌させるため､ それぞれ同表の右欄に掲げる係及び

室 (以下 ｢係等｣ という｡) を置く｡

目次

第１章 総則 (第１条)

第２章 略

第３章 教育事務所の組織 (第11条―第15条)

第４章 及び第５章略

附則

(目的)

第１条 略

第２章 本庁組織

(課及びその内部組織の設置)

第２条 事務局に､ 次の表の左欄に掲げる課を置き､

その事務を分掌させるため､ それぞれ同表の右欄に

掲げる係及び室 (以下 ｢係等｣ という｡) を置く｡

教育総務課 総務係､ 教育企画室 教育総務課 総務係､ 人事文書係､ 健康管理係､

給付係､ 教育企画室福利室

略 略

小中学校課 就学助成係､ 管理係､ 指導係 小中学校課 就学助成係､ 給与係､ 管理係､ 指導

係､ 障害児教育室障害児教育

室

高等学校課 学事係､ 育英奨学係､ 管理係､ 指導

係､ 高校改革推進室

高等学校課 学事奨学係､ 管理係､ 指導係､ 高校

改革推進室

家庭・地域

教育課

管理係､ 生涯学習推進係､ 家庭・地

域教育係､ 全国生涯学習フェスティ

生涯学習課 管理係､ 生涯学習推進係､ 社会教育

係
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バル推進室

人権教育課 人権推進係､ 同和教育係 人権・同和

教育課

管理係､ 推進係

略 略

体育保健課 振興係､ 健康教育係､ 体育係､ 全国

スポーツ・レクリエーション祭準備

室

体育保健課 振興係､ 健康教育係､ 体育係

(各課等の分掌事務)

第３条 各課等においては､ 次の事務をつかさどる｡

教育総務課

(１)～(５) 略

(６) 事務局等の職員及び県立学校の教職員並びに

市町村立学校 (幼稚園を除く｡ 福利室の項第１号

及び第３号､ 小中学校課の項第２号､ 第３号､ 第

４号及び第５号並びに第13条第４号及び第６号に

おいて同じ｡) の教職員の給与 (退職手当及び国

庫負担金に関することを除く｡) に関すること｡

(７) 略

(８) 略

(９) 略

(10) 略

(11) 略

(12) 各課等の予算経理､ 連絡調整及び庶務に関す

ること｡

(13) 略

(14) 略

(15) 略

(16) 略

(17) その他他課等の所管に属しないこと｡

福利室

(１) 事務局等の職員及び県立学校の教職員並びに

市町村立学校の教職員の厚生福利に関すること｡

(各課の分掌事務)

第３条 各課においては､ 次の事務をつかさどる｡

教育総務課

(１)～(５) 略

(６) 略

(７) 略

(８) 略

(９) 略

(10) 略

(11) 事務局等の職員及び県立学校の教職員並びに

市町村立学校 (幼稚園を除く｡ 第13号並びに小中

学校課の項第２号､ 第３号､ 第４号､ 第５号及び

第７号並びに第13条第４号及び第６号において同

じ｡) の教職員の厚生福利に関すること｡

(12) 事務局等の職員及び県立学校の教職員の衛生

管理に関すること｡

(13) 事務局等の職員及び県立学校の教職員並びに

市町村立学校の教職員の退職手当に関すること｡

(14) 公立学校共済組合の業務に関すること｡

(15) 各課の予算経理､ 連絡調整及び庶務に関する

こと｡

(16) 略

(17) 略

(18) 略

(19) 略

(20) その他他課の所管に属しないこと｡



鳥 取 県 公 報 (号外)第51号平成16年３月30日 火曜日4

(２) 事務局等の職員及び県立学校の教職員の衛生

管理に関すること｡

(３) 事務局等の職員及び県立学校の教職員並びに

市町村立学校の教職員の退職手当に関すること｡

(４) 公立学校共済組合の業務に関すること｡

教育環境課 略

小中学校課

(１) 市町村立学校の設置､ 廃止及び管理の指導に

関すること｡

(２) 市町村立学校の教職員並びに県立の盲学校､

聾
ろう

学校及び養護学校 (以下 ｢県立盲学校等｣ とい

う｡) の事務職員､ 学校栄養職員及び現業職員の

定数及び任免その他の人事に関すること｡

(３) 県立学校の教職員及び市町村立学校の教職員

の給与に係る国庫負担金に関すること｡

(４) 市町村立学校の教職員の組織する職員団体に

関すること｡

(５) 略

(６) 市町村立学校 (養護学校を除く｡) の教育課

程､ 学習指導､ 生徒指導及び職業指導に関するこ

と｡

(７) 市町村立学校 (幼稚園及び養護学校を除く｡)

の教科用図書及び教材の取扱いに関すること｡

(８) 市町村教育委員会との連絡調整に関すること

(他課等の所掌に属するものを除く｡)｡

(９) 略

障害児教育室

(１) 県立盲学校等の設置､ 廃止及び管理の指導に

関すること｡

(２) 県立盲学校等の教職員 (事務職員､ 学校栄養

職員及び現業職員を除く｡) の定数及び任免その

他の人事に関すること｡

(３) 県立盲学校等の教職員の組織する職員団体に

関すること｡

(４) 市町村立養護学校及び県立盲学校等の教育課

程､ 学習指導､ 生徒指導及び職業指導に関するこ

と｡

(５) 市町村立養護学校及び県立盲学校等の教科用

教育環境課 略

小中学校課

(１) 市町村立学校並びに県立の盲学校､ 聾
ろう

学校及

び養護学校 (以下 ｢県立盲学校等｣ という｡) の

設置､ 廃止及び管理の指導に関すること｡

(２) 市町村立学校及び県立盲学校等の教職員の定

数及び任免その他の人事に関すること｡

(３) 事務局等の職員及び県立学校の教職員並びに

市町村立学校の教職員の給与 (退職手当を除く｡)

に関すること｡

(４) 市町村立学校及び県立盲学校等の教職員の組

織する職員団体に関すること｡

(５) 略

(６) 市町村立学校及び県立盲学校等の教育課程､

学習指導､ 生徒指導及び職業指導に関すること｡

(７) 市町村立学校及び県立盲学校等の教科用図書

及び教材の取扱いに関すること｡

(８) 盲学校､ 聾
ろう

学校､ 養護学校及び障害児学級の

生徒､ 児童及び幼児の就学奨励に関すること｡

(９) 市町村教育委員会との連絡調整に関すること

(他課の所掌に属するものを除く｡)｡

(10) 略

(11) 教職員の免許状に関すること｡
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図書及び教材の取扱いに関すること｡

(６) 盲学校､ 聾
ろう

学校､ 養護学校及び障害児学級の

生徒､ 児童及び幼児の就学奨励に関すること｡

(７) 教職員の免許状に関すること｡

高等学校課 略

家庭・地域教育課

(１)～(７) 略

(８) 全国生涯学習フェスティバルの開催の準備に

係る総合的な調整及び企画に関すること｡

(９) 全国生涯学習フェスティバルの運営に関する

こと｡

人権教育課

(１) 人権教育の企画に関すること｡

(２) 略

(３) 人権教育の指導に関すること｡

文化課

(１)～(４) 略

(５) 妻木晩田遺跡現地事務所に関すること｡

(６) 略

(７) 略

体育保健課

(１)～(11) 略

(12) 全国スポーツ・レクリエーション祭の開催の

準備に係る総合的な調整及び企画に関すること｡

(13) 全国スポーツ・レクリエーション祭の運営に

関すること｡

(課長会議)

第５条 重要施策の審議､ 各課等の間の連絡調整を図

るため､ 課長会議を置く｡

２ 課長会議は､ 課等の長をもって構成し､ 教育長が

これを主宰する｡

(職制)

第６条 課等及び係等に､ それぞれその長を置く｡

２ 特に必要があると認めるときは､ 事務局に次長又

は参事監を､ 課等に参事､ 主査､ 課長補佐､ 室長補

佐､ 主幹又は副主幹を､ 小中学校課に義務教育主査

を､ 高等学校課に高校教育主査を､ 家庭・地域教育

課に社会教育主査を､ 人権教育課及び体育保健課に

指導主査を､ 文化課に文化財主査を､ 係に主任を置

くことができる｡

第７条 前条に掲げる職の職務は､ 次のとおりである｡

高等学校課 略

生涯学習課

(１)～(７) 略

人権・同和教育課

(１) 人権・同和教育の企画に関すること｡

(２) 略

(３) 人権・同和教育の指導に関すること｡

文化課

(１)～(４) 略

(５) 略

(６) 略

体育保健課

(１)～(11) 略

(課長会議)

第５条 重要施策の審議､ 各課間の連絡調整を図るた

め､ 課長会議を置く｡

２ 課長会議は､ 課長をもって構成し､ 教育長がこれ

を主宰する｡

(職制)

第６条 課及び係等に､ それぞれその長を置く｡

２ 特に必要があると認めるときは､ 事務局に次長を､

課に参事､ 主査､ 課長補佐､ 室長補佐､ 主幹又は副

主幹を､ 小中学校課に義務教育主査を､ 高等学校課

に高校教育主査を､ 生涯学習課に社会教育主査を､

人権・同和教育課及び体育保健課に指導主査を､ 文

化課に文化財主査を､ 係に主任を置くことができる｡

第７条 前条に掲げる職の職務は､ 次のとおりである｡
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(１) 課等の長 上司の命を受け､ 課務又は室務を

掌理する｡

(２)及び(３) 略

(４) 参事監､ 参事及び室長 ((１)に掲げる課等の

長の職にある者を除く｡) 上司の命を受け､ 重

要事項の企画に参画する｡

(５)～(13) 略

(課等の職員の事務分担)

第10条 課等に属する職員の分担事務は､ 課等の長が

これを定め､ その都度教育長に報告しなければなら

ない｡

第３章 地方機関の組織

(教育事務所の設置)

第11条 次の表の左欄に掲げる教育事務所に､ その事

務を分掌させるため､ それぞれ同表の右欄に掲げる

係を置く｡

略

(教育事務所の職制及び職務)

第14条 略

(妻木晩田遺跡現地事務所の設置)

第14条の２ 妻木晩田遺跡現地事務所を西伯郡大山町

に置く｡

(妻木晩田遺跡現地事務所の分掌事務)

第14条の３ 妻木晩田遺跡現地事務所においては､ 次

の事務をつかさどる｡

(１) 公印の管守に関すること｡

(２) 所員の身分及び服務に関すること｡

(３) 遺跡の維持管理､ 発掘調査及び整備に関する

こと｡

(４) 遺跡の普及啓発､ 情報発信に関すること｡

(妻木晩田遺跡現地事務所の職制及び職務)

第14条の４ 妻木晩田遺跡現地事務所に所長を置く｡

２ 特に必要があると認めるときは､ 妻木晩田遺跡現

地事務所に主任を置くことができる｡

３ 所長は､ 上司の命を受け､ 所員を指揮監督し､ 所

務を掌理する｡

４ 主任は､ 上司の命を受け､ 所務を処理する｡

(１) 課長 上司の命を受け､ 課務を掌理する｡

(２)及び(３) 略

(４) 参事及び室長 上司の命を受け､ 重要事項の

企画に参画する｡

(５)～(13) 略

(課員の事務分担)

第10条 課に属する職員の分担事務は､ 課長がこれを

定め､ その都度教育長に報告しなければならない｡

第３章 教育事務所の組織

(教育事務所の設置)

第11条 事務局に､ 次の表の左欄に掲げる教育事務所

を置き､ 教育事務所の事務を分掌させるため､ それ

ぞれ同表の右欄に掲げる係を置く｡

略

(教育事務所の職制及び職務)

第14条 略



附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

(教育委員会事務局の職員の職の設置等に関する規則の一部改正)

２ 教育委員会事務局の職員の職の設置等に関する規則 (昭和44年鳥取県教育委員会規則第９号) の一部を次の

ように改正する｡

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える｡

(日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則の一部改正)

３ 日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則 (平成12年鳥取県教育委員会規則

第５号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下この項において ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分 (以下この項において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該

改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を

加える｡
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(地方機関の職員の事務分担)

第15条 地方機関に属する職員の分担事務は､ 地方機

関の長がこれを定め､ その都度教育長に報告しなけ

ればならない｡

(職員の定数)

第16条 本庁及び各地方機関に置かれる職員の定数は､

別に定める｡

(所員の事務分担)

第15条 所員の分担事務は､ 所長がこれを定め､ その

つど教育長に報告しなければならない｡

(職員の定数)

第16条 各課及び各教育事務所に置かれる職員の定数

は､ 別に定める｡

改 正 後 改 正 前

別表 (第３条関係)

１ 事務職員又は技術職員をもって充てる職

次長・参事監・課長・室長・参事・主査・課長

補佐・室長補佐・主幹・係長・副主幹・主任

２及び３ 略

別表 (第３条関係)

１ 事務職員又は技術職員をもって充てる職

次長・課長・室長・参事・主査・課長補佐・室

長補佐・主幹・係長・副主幹・主任

２及び３ 略

改 正 後 改 正 前

(公の意思の形成への参画に携わる職)

第３条 公の意思の形成への参画に携わる職は､ 次に

掲げる職とする｡

(１) 略

(２) 鳥取県教育委員会事務局組織規程 (昭和39年

鳥取県教育委員会規則第５号) 第６条の規定によ

り置かれる課等の長､ 次長及び参事監並びに同規

(公の意思の形成への参画に携わる職)

第３条 公の意思の形成への参画に携わる職は､ 次に

掲げる職とする｡

(１) 略

(２) 鳥取県教育委員会事務局組織規程 (昭和39年

鳥取県教育委員会規則第５号) 第６条の規定によ

り置かれる課の長及び次長並びに同規則第14条第



鳥取県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定め

る規則の一部を改正する規則を次のように定める｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第３号

鳥取県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を

定める規則の一部を改正する規則

鳥取県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定め

る規則 (平成12年鳥取県教育委員会規則第４号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

鳥取県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金貸与規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第４号
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則第14条第１項及び第14条の４第１項の規定によ

り置かれる所長

(３)～(12) 略

１項の規定により置かれる所長

(３)～(12) 略

改 正 後 改 正 前

(市町村が処理する事務の範囲)

第２条 条例第２条第１号に規定する教育委員会規則

で定める事務は､ 次に掲げるものとする｡

(１)及び(２) 略

(３) 通勤手当の支給に関する規則 (昭和33年鳥取

県人事委員会規則第21号) に基づく事務のうち､

次に掲げるもの

ア 第４条第１項の規定による通勤手当の額の決

定又は改定

イ 略

(４) 略

２及び３ 略

(市町村が処理する事務の範囲)

第２条 条例第２条第１号に規定する教育委員会規則

で定める事務は､ 次に掲げるものとする｡

(１)及び(２) 略

(３) 通勤手当の支給に関する規則 (昭和33年鳥取

県人事委員会規則第21号) に基づく事務のうち､

次に掲げるもの

ア 第４条第１項の規定による通勤手当の月額の

決定又は改定

イ 略

(４) 略

２及び３ 略



鳥取県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金貸与規則の一部を改正する規則

鳥取県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金貸与規則 (昭和50年鳥取県教育委員会規則第１号) の一

部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

鳥取県立学校管理規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第５号

鳥取県立学校管理規則の一部を改正する規則

鳥取県立学校管理規則 (昭和51年鳥取県教育委員会規則第９号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める｡
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改 正 後 改 正 前

(修学奨励金の貸与対象者)

第２条 修学奨励金の貸与を受けることができる者は､

次に掲げる要件を備えている者とする｡

(１)～(３) 略

(４) 独立行政法人日本学生支援機構又は県から修

学のための資金の貸与又は給付を受けていないこ

と｡

(５) 略

(修学奨励金の貸与対象者)

第２条 修学奨励金の貸与を受けることができる者は､

次に掲げる要件を備えている者とする｡

(１)～(３) 略

(４) 日本育英会又は県から修学のための資金の貸

与又は給付を受けていないこと｡

(５) 略

改 正 後 改 正 前

(教務主任等)

第26条 学校に､ 教務主任､ 学年主任､ 保健体育主事､

生徒指導主事､ 進路指導主事及び人権教育主任を置

く｡ ただし､ 特別の事情のあるときは､ これらの主

任又は主事を置かないことができる｡

２～６ 略

７ 人権教育主任は､ 校長の監督を受け､ 学校におけ

る人権教育に関する事項について連絡調整及び指導､

助言に当たる｡

(教務主任等)

第26条 学校に､ 教務主任､ 学年主任､ 保健体育主事､

生徒指導主事､ 進路指導主事及び同和教育主任を置

く｡ ただし､ 特別の事情のあるときは､ これらの主

任又は主事を置かないことができる｡

２～６ 略

７ 同和教育主任は､ 校長の監督を受け､ 学校におけ

る同和教育に関する事項について連絡調整及び指導､

助言に当たる｡



附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

鳥取県立生涯学習センターの管理運営に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第６号

鳥取県立生涯学習センターの管理運営に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県立生涯学習センターの管理運営に関する規則 (昭和54年鳥取県教育委員会規則第８号) の一部を次のよ

うに改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡
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８ 略

(栄養士)

第33条の２ 盲学校､ 聾
ろう

学校及び養護学校に､ 栄養士

を置くことができる｡

２ 栄養士は､ 上司の命を受け､ 学校給食等の栄養に

関する職務に従事する｡

３ 略

別表 (第３条関係)

１ 高等学校

８ 略

(栄養士)

第33条の２ 鳥取盲学校に､ 栄養士を置く｡

２ 栄養士は､ 上司の命を受け､ 学校給食及び寄宿舎

における食事に関する職務に従事する｡

３ 略

別表 (第３条関係)

１ 高等学校

高等学校名 課程名 学科名 修業年限 収容定員 所 在 地 高等学校名 課程名 学科名 修業年限 収容定員 所 在 地

略 略

日野高等学校 全日制課程 総合学科 ３年 480人
日野郡日野町

根雨310
日野高等学校 全日制課程 総合学科 ３年 480人

黒坂校舎

日野郡日野

町黒坂1107

根雨校舎

日野郡日野

町根雨310

改 正 後 改 正 前

(内部組織及び分掌事務)

第３条 生涯学習センターに､ 庶務係､ 学習振興係及

び学習情報係を置く｡

２及び３ 略

(内部組織及び分掌事務)

第３条 生涯学習センターに､ 庶務係､ 研修係､ 県民

カレッジ係及び学習情報係を置く｡

２及び３ 略



鳥取県立図書館管理規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第７号

鳥取県立図書館管理規則の一部を改正する規則

鳥取県立図書館管理規則 (平成２年鳥取県教育委員会規則第２号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動号｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄

中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動後号｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動号を当該移動後号

とし､ 移動後号に対応する移動号が存在しない場合には､ 当該移動後号 (以下 ｢追加号｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (号の表示を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び追加号を除く｡) に改める｡

附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡ ただし､ 第９条の改正は､ 同年５月１日から施行する｡

鳥取県立博物館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第８号

鳥取県立博物館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則
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改 正 後 改 正 前

(休館日)

第９条 図書館の休館日は､ 次のとおりとする｡

(１) 毎月末日 (12月にあっては､ 同月28日)

(２) 毎月の第２月曜日

(３) 略

(４) 略

２ 略

３ 教育委員会は､ 第１項第４号の規定により休館す

るとき､ 又は前項の規定により臨時に休館し､ 若し

くは休館日に開館するときは､ あらかじめその旨を

掲示しなければならない｡

別表 (第６条関係)

１及び２ 略

３ 技術職員をもって充てる職

学芸員

(休館日)

第９条 図書館の休館日は､ 次のとおりとする｡

(１) 毎月末日 (12月にあっては､ 同月28日)

(２) 略

(３) 略

２ 略

３ 教育委員会は､ 第１項第３号の規定により休館す

るとき､ 又は前項の規定により臨時に休館し､ 若し

くは休館日に開館するときは､ あらかじめその旨を

掲示しなければならない｡

別表 (第６条関係)

１及び２ 略

３ 技術職員をもって充てる職

運転士



鳥取県立博物館の管理運営に関する規則 (昭和47年鳥取県教育委員会規則第７号) の一部を次のように改正す

る｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分 (以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

鳥取県埋蔵文化財センターの管理運営に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第９号

鳥取県埋蔵文化財センターの管理運営に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県埋蔵文化財センターの管理運営に関する規則 (昭和57年鳥取県教育委員会規則第２号) の一部を次のよ

うに改正する｡

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える｡
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改 正 後 改 正 前

(内部組織及び分掌事務)

第２条 博物館に､ 次の表の左欄に掲げる課を置き､

課の事務を分掌させるため､ それぞれ当該右欄に掲

げる係を置く｡

総務課 略

略

２ 各課の分掌事務は､ 次のとおりとする｡

総務課

(１)～(４) 略

学芸課及び美術振興課 略

(開館時間)

第８条 博物館の開館時間は､ 午前９時から午後５時

まで (４月１日から10月31日までの間における土曜

日にあっては､ 午前９時から午後７時まで) とする｡

ただし､ 教育委員会は､ 特に必要があると認めると

きは､ 臨時にこれを変更することができる｡

２ 略

(内部組織及び分掌事務)

第２条 博物館に､ 次の表の左欄に掲げる課を置き､

課の事務を分掌させるため､ それぞれ当該右欄に掲

げる係を置く｡

管理課 略

略

２ 各課の分掌事務は､ 次のとおりとする｡

管理課

(１)～(４) 略

学芸課及び美術振興課 略

(開館時間)

第８条 博物館の開館時間は､ 午前９時から午後５時

までとする｡ ただし､ 教育委員会は､ 特に必要があ

ると認めるときは､ 臨時にこれを変更することがで

きる｡

２ 略

改 正 後 改 正 前



附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

鳥取県営屋内プールの管理に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第10号

鳥取県営屋内プールの管理に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県営屋内プールの管理に関する規則 (昭和55年鳥取県教育委員会規則第10号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分 (以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡
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(職員の種類及び職)

第５条 略

２ 埋蔵文化財センターの職員の職は､ 所長､ 次長､

係長､ 副主幹､ 文化財主事､ 主任及び主事とする｡

(職員の種類及び職)

第５条 略

２ 埋蔵文化財センターの職員の職は､ 所長､ 次長､

係長､ 文化財主事､ 主任及び主事とする｡

改 正 後 改 正 前

様式第３号 (第５条関係)

その１ 個人用 (回数券又は１月利用券､ ３月利

用券又は６月利用券によらないで利用する

場合)

表 略

裏 略

備考 略

その３ 個人用 (１月利用券､ ３月利用券又は６

月利用券により利用する場合)

表

様式第３号 (第５条関係)

その１ 個人用 (回数券又は１月利用券によらな

いで利用する場合)

表 略

裏 略

備考 略

その３ 個人用 (１月利用券により利用する場合)

表

№

○

利用券控

￥

№

○
個人利用券 (１月・３月・６月利用券)

利用期間

年 月 日から

年 月 日まで ￥

住 所

氏 名

鳥取県営 (鳥取・米子) 屋内プール

№

○

利用券控

￥

№

○
個人利用券 (１月利用券)

利用期間

年 月 日から

年 月 日まで ￥

住 所

氏 名

鳥取県営 (鳥取・米子) 屋内プール



附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

(経過措置)

２ この規則の施行の際現に交付されている改正前の鳥取県営屋内プールの管理に関する規則様式第３号その３

による利用券は､ 改正後の鳥取県営屋内プールの管理に関する規則様式第３号その３による１月利用券とみな

す｡

鳥取県立倉吉体育文化会館の管理に関する規則及び鳥取県立武道館の管理に関する規則の一部を改正する規則

をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第11号

鳥取県立倉吉体育文化会館の管理に関する規則及び鳥取県立武道館の管理に関する規則の一部を改正する

規則

(鳥取県立倉吉体育文化会館の管理に関する規則の一部改正)

第１条 鳥取県立倉吉体育文化会館の管理に関する規則 (昭和56年鳥取県教育委員会規則第１号) の一部を次の

ように改正する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下この条において ｢移動号｣ という｡) に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下この条において ｢移動後号｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該移動号を当該移動後号とし､ 移動後号に対応する移動号が存在しない場合には､ 当該移動後号

(以下この条において ｢追加号｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (号の表示を除く｡ 以下この条において ｢改正部分｣ という｡)

を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び追加号を除く｡) に改める｡
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裏

備考 略

裏

備考 略

改 正 後 改 正 前

(使用料の減免の申請)

第10条 略

２ 前項の規定にかかわらず､ 次の各号に掲げる事由

により使用料の減免を受けようとする者は､ 当該各

号に定める行為をもって同項の申請書の提出に代え

ることができる｡

(１) 略

(使用料の減免の申請)

第10条 略

２ 前項の規定にかかわらず､ 次の各号に掲げる事由

により使用料の減免を受けようとする者は､ 当該各

号に定める行為をもって同項の申請書の提出に代え

ることができる｡

(１) 略

１～３ 略

４ この利用券は､ プールが専用利用等で利用されている

場合には､ 使用できないことがあります｡

５～６ 略

１～３ 略

４ この利用券は､ プールが貸切り等で利用されている場

合には､ 使用できないことがあります｡

５～６ 略



(鳥取県立武道館の管理に関する規則の一部改正)

第２条 鳥取県立武道館の管理に関する規則 (平成12年鳥取県教育委員会規則第18号) の一部を次のように改正

する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下この条において ｢移動号｣ という｡) に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下この条において ｢移動後号｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該移動号を当該移動後号とし､ 移動後号に対応する移動号が存在しない場合には､ 当該移動後号

(以下この条において ｢追加号｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (号の表示を除く｡ 以下この条において ｢改正部分｣ という｡)

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び追加号を除く｡ 以下この条において ｢改正

後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後

部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削る｡
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(２) 減免規則第２条の表鳥取県立倉吉体育文化会

館の施設使用料 (特別使用料を除く｡) 及び体育

館を利用する場合の設備使用料の項減免事由の欄

第４号に定める事由 口頭による申出

(３) 減免規則第２条の表鳥取県立倉吉体育文化会

館の施設使用料 (特別使用料を除く｡) 及び体育

館を利用する場合の設備使用料の項減免事由の欄

第５号に定める事由 運転免許証､ 介護保険被保

険者証その他年齢を証する書面の提示

(４) 減免規則第２条の表鳥取県立倉吉体育文化会

館の施設使用料 (特別使用料を除く｡) 及び体育

館を利用する場合の設備使用料の項減免事由の欄

第６号に定める事由 介護保険被保険者証の提示

(２) 減免規則第２条の表鳥取県立倉吉体育文化会

館の施設使用料 (特別使用料を除く｡) 及び体育

館を利用する場合の設備使用料の項減免事由の欄

第４号に定める事由 運転免許証､ 介護保険被保

険者証その他年齢を証する書面の提示

(３) 減免規則第２条の表鳥取県立倉吉体育文化会

館の施設使用料 (特別使用料を除く｡) 及び体育

館を利用する場合の設備使用料の項減免事由の欄

第５号に定める事由 介護保険被保険者証の提示

改 正 後 改 正 前

(利用の申込み等)

第４条 武道館を専用利用の方法で利用しようとする

者又は研修室､ 会議室若しくは放送室 (以下 ｢研修

室等｣ という｡) を利用しようとする者は､ 様式第

１号による利用申込書を教育委員会に提出しなけれ

ばならない｡

２ 武道館を一般利用の方法で利用しようとする者の

利用の申込みについては､ 教育委員会が別に定める

ところによる｡

３ 教育委員会は､ 武道館の利用の許可をしたときは､

武道館を専用利用の方法で利用する者又は研修室等

を利用する者に対しては様式第２号により通知し､

一般利用の方法で利用する者 (学生又は一般人に限

る｡) に対しては様式第３号による利用券を交付す

るものとする｡

(利用の申込み等)

第４条 武道館を貸切りの方法で利用しようとする者

又は研修室､ 会議室若しくは放送室 (以下 ｢研修室

等｣ という｡) を利用しようとする者は､ 様式第１

号による利用申込書をその利用の日の７日前までに

教育委員会に提出しなければならない｡

２ 武道館を貸切り以外の方法で利用しようとする者

の利用の申込みについては､ 教育委員会が別に定め

るところによる｡

３ 教育委員会は､ 武道館の利用の許可をしたときは､

武道館を貸切りの方法で利用する者又は研修室等を

利用する者に対しては様式第２号により通知し､ 貸

切り以外の方法で利用する者 (学生又は一般人に限

る｡) に対しては様式第３号による利用券を交付す

るものとする｡



附 則
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(使用料の減免)

第６条 略

２ 前項の規定にかかわらず､ 次の各号に掲げる事由

により使用料の減免を受けようとする者は､ 当該各

号に定める行為をもって同項の申請書の提出に代え

ることができる｡

(１) 略

(２) 減免規則第２条の表鳥取県立武道館の施設使

用料 (冷房若しくは暖房をしたとき､ 又は照明を

したときに加算すべき部分 (以下 ｢特別使用料｣

という｡) を除く｡) の項減免事由の欄第３号に定

める事由 口頭による申出

(３) 減免規則第２条の表鳥取県立武道館の施設使

用料 (冷房若しくは暖房をしたとき､ 又は照明を

したときに加算すべき部分 (以下 ｢特別使用料｣

という｡) を除く｡) の項減免事由の欄第４号に定

める事由 運転免許証､ 介護保険被保険者証その

他年齢を証する書面の提示

(４) 減免規則第２条の表鳥取県立武道館の施設使

用料 (冷房若しくは暖房をしたとき､ 又は照明を

したときに加算すべき部分 (以下 ｢特別使用料｣

という｡) を除く｡) の項減免事由の欄第５号に定

める事由 介護保険被保険者証の提示

(利用の制限)

第７条 教育委員会は､ 武道館を専用利用の方法で利

用させるためその他武道館の管理上必要があるとき

は､ その利用を制限することができる｡

様式第３号 (第４条関係)

その１ 略

その２

１ 箇 月 利 用 券

表

裏

(使用料の減免)

第６条 略

２ 前項の規定にかかわらず､ 次の各号に掲げる事由

により使用料の減免を受けようとする者は､ 当該各

号に定める行為をもって同項の申請書の提出に代え

ることができる｡

(１) 略

(２) 減免規則第２条の表鳥取県立武道館の施設使

用料 (冷房若しくは暖房をしたとき､ 又は照明を

したときに加算すべき部分 (以下 ｢特別使用料｣

という｡) を除く｡) の項減免事由の欄第３号に定

める事由 運転免許証､ 介護保険被保険者証その

他年齢を証する書面の提示

(３) 減免規則第２条の表鳥取県立武道館の施設使

用料 (冷房若しくは暖房をしたとき､ 又は照明を

したときに加算すべき部分 (以下 ｢特別使用料｣

という｡) を除く｡) の項減免事由の欄第４号に定

める事由 介護保険被保険者証の提示

(利用の制限)

第７条 教育委員会は､ 武道館を貸切りの方法で利用

させるためその他武道館の管理上必要があるときは､

その利用を制限することができる｡

様式第３号 (第４条関係)

その１ 略

その２

１ 箇 月 利 用 券

表

裏

略

１～３ 略

４ この券は､ 武道館が専用利用等で利用されているとき

は､ 使用できないことがあります｡

５及び６ 略

略

１～３ 略

４ この券は､ 武道館が貸切り等で利用されているときは､

使用できないことがあります｡

５及び６ 略



(施行期日)

１ この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

(経過措置)

２ この規則の施行の際現に第２条の規定による改正前の鳥取県立武道館の管理に関する規則 (以下 ｢旧規則｣

という｡) 第４条第３項の規定により交付されている旧規則様式第３号その２による１箇月利用券は､ 第２条

の規定による改正後の鳥取県立武道館の管理に関する規則第４条第３項の規定により交付された様式第３号そ

の２による１箇月利用券とみなす｡

鳥取県営ライフル射撃場の管理に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第12号

鳥取県営ライフル射撃場の管理に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県営ライフル射撃場の管理に関する規則 (昭和57年鳥取県教育委員会規則第３号) の一部を次のように改

正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分 (以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削る｡
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改 正 後 改 正 前

(利用の申込み)

第５条 射撃場を専用利用の方法で利用しようとする

者は様式第１号による申込書を､ 一般利用の方法で

利用しようとする者は様式第２号による申込書を教

育委員会に提出しなければならない｡

(利用の通知)

第６条 教育委員会は､ 射撃場の利用の許可をしたと

きは､ 射撃場を専用利用の方法で利用する者に対し

ては様式第３号により､ 一般利用の方法で利用する

者に対しては様式第４号により通知するものとする｡

(使用料の減免の申請)

第12条 略

２ 前項の規定にかかわらず､ 県立学校の授業料等及

び県営社会体育施設等の使用料の減免に関する規則

(昭和52年鳥取県規則第15号) 第２条の表鳥取県営

ライフル射撃場の項減免事由の欄第１号に定める事

由により使用料の減免を受けようとする者 (一般利

用の方法で利用しようとする者に限る｡) は､ 運転

(利用の申込み)

第５条 射撃場を貸切りの方法で利用しようとする者

は様式第１号による申込書を､ 貸切り以外の方法で

利用しようとする者は様式第２号による申込書を教

育委員会に提出しなければならない｡

(利用の通知)

第６条 教育委員会は､ 射撃場の利用の許可をしたと

きは､ 射撃場を貸切りの方法で利用する者に対して

は様式第３号により､ 貸切り以外の方法で利用する

者に対しては様式第４号により通知するものとする｡

(使用料の減免の申請)

第12条 略

２ 前項の規定にかかわらず､ 県立学校の授業料等及

び県営社会体育施設等の使用料の減免に関する規則

(昭和52年３月鳥取県規則第15号) 第２条の表鳥取

県営ライフル射撃場の項減免事由の欄第１号に定め

る事由により使用料の減免を受けようとする者 (貸

切り以外の方法で利用しようとする者に限る｡) は､
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免許証､ 国民健康保険被保険者証その他年齢を証す

る書面を提示することをもって前項の申請書の提出

に代えることができる｡

様式第１号 (第５条関係)

鳥取県営ライフル射撃場専用利用申込書

職 氏 名 様

年 月 日

郵便番号

住 所

申込者 氏 名

電話番号

次のとおり鳥取県営ライフル射撃場を利用したいの

で､ 申し込みます｡

略

別紙 略

様式第２号 (第５条関係)

鳥取県営ライフル射撃場一般利用申込書

職 氏 名 様

年 月 日

郵便番号

申込者 住 所

氏 名

生年月日

電話番号

次のとおり鳥取県営ライフル射撃場を利用したいの

で､ 申し込みます｡

略

様式第３号 (第６条関係)

第 号

年 月 日

住 所

氏 名 様

職 氏 名 印□

鳥取県営ライフル射撃場の専用利用について

(通知)

年 月 日付けで申込みのあったこのことに

ついては､ 次のとおりとしたので通知します｡

略

別紙 略

運転免許証､ 国民健康保険被保険者証その他年齢を

証する書面を提示することをもって前項の申請書の

提出に代えることができる｡

様式第１号 (第５条関係)

鳥取県営ライフル射撃場貸切利用申込書

職 氏 名 様

年 月 日

郵便番号□□□－□□

住 所

申込者 氏 名

電話番号

次のとおり鳥取県営ライフル射撃場を利用したいの

で､ 申し込みます｡

略

別紙 略

様式第２号 (第５条関係)

鳥取県営ライフル射撃場利用申込書

職 氏 名 様

年 月 日

郵便番号□□□－□□

住 所

申込者 氏 名

生年月日

電話番号

次のとおり鳥取県営ライフル射撃場を利用したいの

で､ 申し込みます｡

略

様式第３号 (第６条関係)

第 号

年 月 日

住 所

氏 名 様

職 氏 名 印□

鳥取県営ライフル射撃場の貸切利用について

(通知)

年 月 日付けで申込みのあったこのことに

ついては､ 次のとおりとしたので通知します｡

略

別紙 略



附 則

(施行期日)

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

鳥取県スポ－ツセンタ－の管理運営に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県教育委員会委員長 中 村 辰 夫

鳥取県教育委員会規則第13号

鳥取県スポ－ツセンタ－の管理運営に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県スポ－ツセンタ－の管理運営に関する規則 (平成７年鳥取県教育委員会規則第１号) の一部を次のよう

に改正する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動号｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄

中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動後号｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動号を当該移動後号

とし､ 移動号に対応する移動後号が存在しない場合には､ 当該移動号を削る｡

附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡
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様式第４号 (第６条関係)

第 号

年 月 日

住 所

氏 名 様

職 氏 名 印□

鳥取県営ライフル射撃場の一般利用について

(通知)

年 月 日付けで申込みのあったこのことに

ついては､ 次のとおりとしたので通知します｡

略

様式第４号 (第６条関係)

第 号

年 月 日

住 所

氏 名 様

職 氏 名 印□

鳥取県営ライフル射撃場の利用について

(通知)

年 月 日付けで申込みのあったこのことに

ついては､ 次のとおりとしたので通知します｡

略

改 正 後 改 正 前

(所掌事務)

第２条 スポ－ツセンタ－においては､ 次に掲げる事

務を行う｡

(１)～(６) 略

(７) 略

(所掌事務)

第２条 スポ－ツセンタ－においては､ 次に掲げる事

務を行う｡

(１)～(６) 略

(７) 鳥取県立布勢総合運動公園の管理及び運営に

関すること｡

(８) 略
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